
　　　　　　　２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況
　　　　　　　　(1)職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況
　　　　　　　　(2)職員の初任給の状況
　　　　　　　　(3)職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況
　　　　　　　３ 一般行政職の級別職員数等の状況
　　　　　　　　(1)一般行政職の級別職員数の状況
　　　　　　　　(2)昇給への勤務成績の反映状況
　　　　　　　４ 職員の手当の状況
　　　　　　　　(1)期末手当・勤勉手当
　　　　　　　　(2)退職手当
　　　　　　　　(3)地域手当
　　　　　　　　(4)特殊勤務手当
　　　　　　　　(5)時間外勤務手当
　　　　　　　　(6)その他の手当
　　　　　　　５ 特別職の報酬等の状況
　　　　　　　６ 職員数の状況
　　　　　　　　(1)部門別職員数の状況と主な増減理由
　　　　　　　　(2)年齢別職員構成の状況
　　　　　　　　(3)職員数の推移
　　　　　　　７ 公営企業職員の状況
　　　　　　　　(1)水道事業
　　　　　　　　①職員給与費の状況
　　　　　　　　②職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況
　　　　　　　　③職員の手当の状況

１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は平成２５年４月１日現在の人数である。

千円

25年度 441 1,750,208 314,403 619,334 2,683,945 6,086 5,932

　　　　　計　　　Ｂ 　給与費　　Ｂ／Ａ　　一人当たり給与費

平成 人 千円 千円 千円 千円 千円

区分 職員数 給　　　　　　与　　　　　　費 (参考)一人当たり 類似団体平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

％

25年度 (平成26年3月31日) 23,349,363 957,243 4,144,616 17.8 18.5

平成 68,524人　 千円 千円 千円 ％

（参考）

　　　　　（25年度末） 　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ 　　　　　Ｂ／Ａ　　　 平成24年度の人件費率

区　　分 住民基本台帳人口 歳出額　 実質収支 人件費 人件費率

大和高田市の給与・定員管理等について

　　　　　　　大和高田市では、市職員の給与・定員管理などの状況を知っていただくために、
　　　　　　　その内容を公表しています。
　　　　　　　　・普通会計とは、一般会計に一部の特別会計を加えたものです。（国民健康保険事

　　　　　　　　　業、下水道事業、介護保険事業及び後期高齢者医療保険事業などの特別会計と、

　　　　　　　　(2)職員給与費の状況（普通会計決算）
　　　　　　　　(4)ラスパイレス指数の状況
　　　　　　　　(4)給与制度の総合的見直しの実施状況について

　　　　　　　　　公営企業会計は含まれません。）

　　　　　　　　・一般行政職とは、総職員数から教育職、医療職、福祉職、技能労務職及び企業職

　　　　　　　　　などを除したものです。

　　　　　　　１ 総括
　　　　　　　　(1)人件費の状況（普通会計決算）
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　２５年度については本給１．５％カットを行っていたため。

①給料表の見直し

[　　実施　　　未実施　　]

実施内容(平均引き下げ率、実施(実施予定)時期、経過措置の有無等具体的な内容(未実施の場合には、その理由)

②地域手当の見直し

実施内容(国基準における場合の支給割合及び大和高田市の支給割合）

　　（支給割合）　国基準6％に対し、大和高田市においては3％を支給。（従前は0％）

　　（実施時期）　平成２７年４月１日より実施。

　現給保障）を実施。他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

 （４）　給与制度の総合的見直しの実施状況について

　【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引き下げ及び地域手当の支給

　　割合の見直し等に取り組むとされている。

　（給料表の改正実施時期）　　　平成２７年４月１日

　一般行政職の給料表について国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。若年層については初任給の引上げ

　と同程度の引上げを実施。高齢層については最大４％程度の引下げ。激変緩和のため、３年間の経過措置（

　　で上昇している場合、③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

　当市独自の施策として、平成１９年度～平成２４年度の間、医療職を除く全職員の本給を３％カット、平成

　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を

　　　　　　単純平均したものである。

    　　　３  平成２４年及び平成２５年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による

　　　　　　給与減額措置がないとした場合の値である。

※　平成２６年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連続

 (3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

    （注）１  ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、

　　　　　　国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職給料表（一）

　　　　　　適用職員の俸給月額を１００として計算した指数。
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①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

円 円

円 円

③教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

　　　２

で算出している。

（注）１ 　「平均給料月額」とは、平成２６年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。　 

　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　 

外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査に

おいて明らかにされているものである。　　　 

　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当を除いたもの）　　　　　

 類似団体　高等学校教職員 43.3 343,514 390,269

 類似団体　小・中学校（幼稚園） 40.5 309,635 335,356

 奈良県　高等学校教職員 46.2 386,918 438,341

 奈良県　小・中学校（幼稚園） 42.9 358,446 403,308

 高等学校教職員　　　 42.3 358,361 403,841

 小・中学校（幼稚園） 43.6 335,207 350,445

※年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された

　期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 平均給料月額 平均給与月額

うち学校給食職員 4,937,319 3,365,800 1.47

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータをしている。（平成23～25年の3ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

大和高田市 ― ― ―
うち清掃職員 6,570,051 3,939,100 1.67

― ― ―

区　　分

参　　考

年収ﾍﾞｰｽ（試算値）の比較

公務員(C) 民間(D) C／D

― ― ―

類似団体 47.4 48 319,037 378,814 349,588 ―

円 － 円 326,611 円 ―

― ― ― ―

国 50.1 歳 3,119 人 287,992

調理士 42.1 252,000 1.23

奈良県 51.5 98 326,394 380,800 361,530

廃棄物処理業
従業員 44.7 288,100 1.50

うち学校給食職員 44.9 10 296,765 310,745 307,735

― ― ― ―
うち清掃職員 45.0 37 327,954 433,461 347,505

（Ａ） （国比較ﾍﾞｰｽ） 　の類似職種 （Ｂ）

大和高田市 44.9 74 321,858 393,394 340,684

参考

平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額 対応する民間 平均年齢 平均給与月額
Ａ／Ｂ

類似団体 41.8 312,258 389,373 351,919

区　　分

公　　務　　員 民　　間

奈良県 43.3 335,823 419,190 377,567

国 43.5 335,000 － 408,472

（国比較ﾍﾞｰｽ）

大和高田市 46.1 336,577 400,273 364,909

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２６年４月１日現在）

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額
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(2) 職員の初任給の状況（平成２６年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２６年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

（注）医療職の大学卒には医師を含む。

短　大　卒 279,829 334,083 346,225 374,475

医　療　職 大　学　卒 474,000 － 423,925 518,380

短　大　卒 ― 346,424 ― ―

教　育　職 大　学　卒 301,877 394,645 419,770 433,853

中　学　卒 ― ― 318,067 348,233

技能労務職 高　校　卒 ― 281,133 337,080 366,233

400,933

高　校　卒 ― 305,571 ― 375,275

区　　　         分 経 験 年 数 １ ０ 年 経 験 年 数 ２ ０ 年 経 験 年 数 ２ ５ 年 経 験 年 数 ３ ０ 年

一般行政職 大　学　卒 260,550 351,071 359,550

看護師 短 卒 198,300 ― ―

看護師　大卒 209,800 ― ―

看護師 短3卒 203,900 ― ―

栄養士　大卒 190,900 ― ―

栄養士　短卒 167,000 ― ―

医　療　職 薬剤師　大卒　 190,900 ― ―

薬剤師 大6卒 204,000 ― ―

教　育　職 大　学　卒 199,700 201,900 ―

（小・中学校・幼稚園） 短　大　卒 177,200 ― ―

教　育　職 大　学　卒 199,700 201,900 ―

（高等学校） 短　大　卒 174,700 ― ―

技能労務職 高　校　卒 141,200 137,450 ―

中　学　卒 137,900 123,900 ―

一般行政職 大　学　卒 172,200 180,800 172,200

高　校　卒 140,100 146,500 140,100

区　　　分 大和高田市 奈　良　県 国
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３一般行政職の級別職員数等の状況
　 (1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成２６年４月１日現在）

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

（注）１　大和高田市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

(注）平成１８年度に９級制から７級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級を
　　　それぞれ統合）

７　　級 部長
10 3.6 366,200 456,200

６　　級 次長・課長
45 16.0 320,600 422,600

５　　級 課長補佐
46 16.4 289,200 400,600

４　　級 係長・主査
71 25.3 261,900 388,300

３　　級 主任
61 21.7 222,900 354,700

２　　級 主事
18 6.4 185,800 307,800

１　　級 事務員・技術員
30 10.7 135,600 243,700

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比 １号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

１級 

0.107 １級 

0.047 
１級 

0.026 

２級 

0.064 ２級 

0.076 ２級 

0.045 

３級 

0.217 
３級 

0.254 
３級 

0.283 

４級 

0.253 
４級 

0.257 
４級 

0.28 

５級 

0.164 
５級 

0.167 
５級 

0.161 

６級 

0.16 
６級 

0.163 
６級 

0.17 

７級 

0.036 

７級 

0.036 
７級 

0.035 

0% 

20% 

40% 

60% 

80% 

100% 

平成２６年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比 
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(2) 昇給への勤務成績の反映状況
　

現在、実施していない。

４　職員の手当の状況
 (1) 期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

現在、実施していない。

(2) 退職手当（平成２６年４月１日現在）

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特別措置（２％～４５％加算） 定年前早期退職特別措置（２％～４５％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円2,445 24,883

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２５年度に退職した職員に支給された平均額である。

最高限度額 52.44 52.44 最高限度額 52.44 52.44

勤続３５年 43.7 52.44 勤続３５年 43.7 52.44

勤続２５年 30.82 36.57 勤続２５年 30.82 36.57

勤続２０年 21.62 27.025 勤続２０年 21.62 27.025

（注）　　〔　　〕　内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】　勤勉手当への勤務実績の反映状況（ 一般行政職 ）

大和高田市 国

（支給率）　　　　　　　　　自己都合　　　応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　自己都合　      応募認定・定年

　・役職加算　　　　　4　～　10％　　　　　　　 　・役職加算　　　　　5　～　20％　　　　　　　 　・役職加算　　　　　5　～　20％　　　　　　　

　・管理職加算　　　10　～　20％　　　　　　　 　・管理職加算　　　10　～　25％　　　　　　　

月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

月分 〔0.65〕 月分 〔1.45〕 月分 〔0.65〕

月分 2.60 月分 1.35 月分

〔　-　〕 月分 〔　-　〕 月分 〔1.45〕

（25年度支給割合） （25年度支給割合） （25年度支給割合）

2.60 月分 1.35 月分 2.60 月分 1.35

大和高田市 奈良県 国

１人当たり平均支給額（25年度） １人当たり平均支給額（25年度）
―

1,301 1,511
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 (3) 地域手当（平成２６年４月１日現在）

円

円

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当（平成２６年４月１日現在）

千円

　円

　％

種類

市立病院等特別勤務手当 市立病院職員
特別な時間に勤務する市立
病院等の職員

月額 3,900円

医師手当 市立病院医師、天満診療所医師

市立病院又は天満診療所に
常時勤務する医師に対して
支給
ｱ　医師調整手当
ｲ　研究調査手当

ｱ　給料月額×(免許取得後年数
により35/100から75/100の範囲
内)
ｲ　在職期間により110,000円ま
たは140,000円

病院等勤務手当 市立病院職員

市立病院又は天満診療所に
常時勤務する職員に対して
ｱ　緊急呼び出しをうけたとき
ｲ　年末年始に勤務したとき

ｱ　4,000～9,000
ｲ　7,500円

犬猫死体処理作業手当 従事職員 犬猫の死体処理作業 １件当たり 700円

自動車管理業務手当 特殊車両運転手
特殊車両等に乗務して勤務
し、整備業務に従事したとき

日額 150円

衛生清掃業務手当 クリーンセンター職員

職員がごみ収集や下水浚渫又は
害虫駆除業務等に従事したとき
ｱ　作業に従事したとき
ｲ　工場で深夜に作業に従事した
とき
ｳ　年末年始に勤務したとき
ｴ　繁忙時の応援収集作業に従事
したとき
ｵ　休日分の振替収集に従事した
とき
ｶ　年始明けに収集作業に従事し
たとき

ｱ　日額       800円
ｲ  勤務一回 2,000円
ｳ  日額     5,500円
ｴ  日額     2,400円
ｵ  日額     2,100円
ｶ  日額     2,100円

焼却炉内清掃作業手当 クリーンセンター職員 焼却炉内の清掃作業 一回 3,000円

保育士手当 保育士 特別な保育時間に勤務したとき 月額 3,900円

社会福祉事務手当 保護課職員 社会福祉事務 月額 2,500円

放射線作業手当 天満診療所職員 放射線作業 月額 3,000円

災害復旧業務従事手当 従事職員
風水その他の災害の発生によ
り災害復旧業

日額 600円

教員業務連絡指導手当
高等学校に勤務する教務主
任等

教務その他の教育に関する業
務について連絡調整等にあた
る主任等に支給

日額 200円

夜間看護等手当 市立病院等で勤務する看護師等
深夜において行われる業務に
従事したとき

勤務一回 2,800円～7,000円

行旅病人等手当 従事職員 死亡人等の収容護送作業等 １回 750円～2,000円

教員特別業務手当
高等学校又は幼稚園に勤務
する教職員

学校管理下において行う非常
災害時等の緊急業務など

日額 2,400円～6,400円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

感染症手当 従事職員 感染症にかかる消毒作業 １回 750円

支給職員１人当たり平均支給年額（２５年度決算） 712,415

職員全体に占める手当支給職員の割合（２５年度） 62.3

手当の種類（手当数） 16

市内全域 0 0 6

（注）　平成１７年４月１日より支給率を０％にしている。

支給実績（２５年度決算） 408,926

支給職員１人当たり平均支給年額（２５年度決算） 0

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

支給実績（２５年度決算） 0
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 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

(6) その他の手当（平成２６年４月１日現在）

円

円

円

円

※　管理職手当において行政職給料表適応者については平成19年4月1日より当分の間、定額制としております。

66,304

管理職手当

（行政職給料表適応）
部長57,200円　　次長50,200円
課長44,200円　　補佐34,000円
（医療職給料表適応）
部長12％　次長11％
課長10％　補佐8％
（教育職給料表適応）
校長12％　参事及び教頭10％
園長7％

異
国は役職
に応じて
8%～25

94,694 千円 483,133

通勤手当

交通用具（自転車、自動車
等）利用2km以上5kmごと
に13段階の区分（最高支
給額24,500円）

異

国より
利用2km以上
5km支給額
1500円高い

利用5km以上
10km支給額
500円高い

利用10km以
上15km支給

額
500円高い

利用15km以
上20km支給

額
200円高い

47,606 千円

214,104

住居手当
借家・借間：最高支給限度
額27,000円

同 無 50,106 千円 99,814

扶養手当

配偶者13,000円
配偶者以外の扶養親族
6,500円
（配偶者がない場合1人目
11,000円）
扶養親族のうち特定期間
にある子1人につき5,000円
を加算

同 無 98,488 千円

（２５年度決算）

支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容 （２５年度決算） 平均支給年額

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算） 256

国の制度 国の制度と 支給実績

支給実績（25年度決算） 174,498

支給職員１人当たり平均支給年額（25年度決算） 283

支給実績（24年度決算） 156,935
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５　特別職の報酬等の状況（平成２６年４月１日現在）

円 円／ 円

円）

円 円／ 円

円）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

　（２６年度支給割合） 月分

月分

月分

　（２６年度支給割合） 月分

月分

月分

円

円

　

（注）　１　平成１４年１月から当分の間、特別職等の給料を減額している。（　）内は、減額措置を行う前の金額である。

　　　　２　平成１６年度から平成２６年度まで、期末手当を市長は50%、副市長は30%減額している。

　　　　３　報酬の欄の、議長、副議長、議員の金額については、平成23年3月議会で議員提案され、減額改定があった後の
金額

　　　　　　である。（従前は、　議長670,000円、副議長580,000円、議員540,000円）

副 市 長 810,000 円×在職月数× 0.3 11,664,000 （任期毎）

　（支給時期）

市 長 980,000 円×在職月数× 0.5 23,520,000 （任期毎）

議 員 計 2.95

退
職
手
当

　　（算定方式） （１期の手当額）

議 長 ６月期 1.4

副 議 長 １２月期 1.55

期
末
手
当

市 長 ６月期 1.4

副 市 長 １２月期 1.55

計 2.95

議 員 498,000 540,000 320,000

報
酬

議 長 618,000 621,000 400,000

副 議 長 535,000 571,500 350,000

（　　　　　980,000 

副 市 長 648,000 764,800 648,000

（　　　　　810,000 

区 分 給 料 月 額 等

給
料

（参考）類似団体における最高／最低額

市 長 784,000 926,300 730,000
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　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

(2) 年齢別職員構成の状況（平成２６年４月１日現在）

　

85 112 88 22 987

人 人

3 74 101 71 95 119 126 91

人 人 人 人 人 人

55歳 59歳 以上

職員数
人 人 人 人 人

計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳

～ ～ ～ ～ ～～ ～ ～ ～ ～

下水道 7 7

44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

（注）

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

区　分

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳

合　　計
942 987 45  ＜参考＞

[  1,303  ］ [  1,303  ］    人口1万人当たり職員数　　　１４４．０４人

 ＜参考＞

   人口1万人当たり職員数　　　６８．３０人

 (類似団体の人口１万人当たり職員数 　６7．１２人）

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　　 門

病院 440 461 21 　市立病院、看護師・技師・助産師等増員

水道

特

別

行

政

部

門

教育 114 117 3 　生涯学習課増員　商業高校教諭増員

小　計 442 468 26

その他 33 31 △ 2 　保険医療課減員

小　計 500 519 19

20 20

35

労働 0 0

農水 4 4

小　計 328 351 23

 ＜参考＞

   人口1万人当たり職員数　　　５１．２２人

 (類似団体の人口１万人当たり職員数　５０．６３人）

民生 117 133 16 　保育課保育所増員　社会福祉課増員　保護課増員

衛生 69 70 1 　健康増進課増員

　自治振興課増員 選挙管理員会増員

税務 26 29 3 　収納対策室増員

一
般
行
政
部
門

議会 5 6 1 　議会事務局増員

総務 66 68 2

区　　分 職　　　　　員　　　　　数 対前年
増減数

主な増減理由
部　　門 平成２５年 平成２６年

商工 6 6 　企画法制課観光企画調整係増員

土木 35

６　職員数の状況

（各年４月１日現在）
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(注)

(90.8%)

１ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

２ 合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

△ 11 (85.1%)

総合計 585 561 523 509 507 531 △ 54

468 △ 43 (91.6%)

公営企業等会計計 74 72 67 64 65 63

普通会計計 511 489 456 445 442

△ 9 (92.9%)

消　防 ― ― ― ― ― ― （％）

351 △ 34 (91.2%)

教　育 126 116 111 111 114 117

一般行政 385 373 345 334 328

（各年４月１日現在　単位：人・％）

　　　　　年度
部門別

２１年 ２２年 ２３年 ２４年 ２５年 ２６年
過去５年間

の増減数（率）

(3) 職員数の推移
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　(1)　水道事業

    

　

 

歳 円 円

歳 円 円

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特別措置（２％～２０％加算） 定年前早期退職特別措置（２％～２０％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

千円

   円

％ 人 ％市内全域 0 0 0

支給実績（２５年度決算） 0

支給職員１人当たり平均支給年額（２５年度決算） 0

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の支給率

－ 25,195 2,445 24,883

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２５年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当（平成２６年４月１日現在）

最高限度額 52.44 52.44 最高限度額 52.44 52.44

勤続３５年 43.7 52.44 勤続３５年 43.7

勤続２５年 30.82 36.57 勤続２５年 30.82

イ　退職手当（平成２６年４月１日現在）

企　業　職 大和高田市

（支給率）　　　　　　　　　自己都合　　　応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　自己都合　　　応募認定・定年

勤続２０年 21.62 27.025 勤続２０年 21.62 27.025

36.57

52.44

計 2.6 1.35 計 2.6 1.35

１２月期 1.375 0.675 １２月期 1.375 0.675

６月期 1.225 0.675 ６月期 1.225 0.675

1,539 千円　 1,321 千円　

（25年度支給割合） （25年度支給割合）

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況
 ア　期末手当・勤勉手当

企　業　職 大和高田市

１人当たり平均支給額（25年度） １人当たり平均支給額（25年度）

企業職 50.2 377,944 548,923

団体平均 45.0 342,822 509,358

6,645

（注）１　職員手当には退職手当を含まない

      ２　給与費は当初予算に計上された額である。

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２６年４月１日現在）

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基　本　給 平均月収額

26年度 20 88,707 15,081 29,114 132,902

　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

平成 人 千円 千円 千円 千円 千円

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　　　　計　　　　　Ｂ

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費　３４，６４５千円を含まない。

イ　予算

区分 職員数 給 与 費 　一人当たり給与費

1,570,299 160,613 202,877 12.9 11.7

25年度 　　　　千円 千円　 千円　 ％　　　　 ％　

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

質収支 職員給与費比率 24年度の総費用に占

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

区分 総費用 純損益又は実 職員給与費 総費用に占める （参考）

７　公営企業職員の状況
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円

円

　％

千円

千円

千円

千円

円

円

円

円

66,742

管理職手当
（行政職給料表適応）
部長57,200円次長50,200円
課長44,200円補佐34,000円

異
国は役職
に応じて
8%～25

4,726 千円 525,067

通勤手当

交通用具（自転車、自動車
等）利用2km以上5kmごと
に13段階の区分（最高支
給額24,500円）

異

国より
利用2km以上
5km支給額
1500円高い

利用5km以上
10km支給額
500円高い

利用10km以
上15km支給

額
500円高い

利用15km以
上20km支給

額
200円高い

1,001 千円

184,714

住居手当
借家・借間：最高支給限度
額27,000円

同 無 804 千円 57,429

扶養手当

配偶者13,000円
配偶者以外の扶養親族
6,500円
（配偶者がない場合1人目
11,000円）
扶養親族のうち特定期間
にある子1人につき5,000円
を加算

同 無 2,586 千円

（２５年度決算）

手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容 （２５年度決算） 平均支給年額

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（平成２６年４月１日現在）
国の制度 国の制度と 支給実績 支給職員１人当たり

支給職員１人当たり平均支給年額（２５年度決算） 225

支給実績（２４年度決算） 1,768

支給職員１人当たり平均支給年額（２４年度決算） 161

緊急出動手当 従事職員
緊急出動業務で呼び出しを受
けたとき

一回 500円

オ　時間外勤務手当

支給実績（２５年度決算） 2,483

災害復旧業務手当 従事職員
風水その他の災害の発生によ
り災害復旧業務

日額 600円

配水池勤務手当 従事職員
配水場内の施設における
危険作業

月額 1,150円

手当の種類（手当数） ３種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

支給実績（２５年度決算） 37,600

支給職員１人当たり平均支給年額（２５年度決算） 7,520

職員全体に占める手当支給職員の割合（２５年度） 25.0

エ　特殊勤務手当　（平成２６年４月１日現在）
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